
令和６年度 指定管理者制度導入施設の管理運営状況について 
 港湾振興課  

１　施設の概要等 

 

２　施設利用状況 

 

３　利用者ニーズの把握と対応 

 

４　県の業務点検等の状況 

 

 

 

 

 

 施 　 設 　 名 ボートパーク広島

 所 　 在 　 地 広島市中区南吉島１丁目１番

 設 置 目 的 プレジャーボートの適正な係留保管の促進及び県民の海洋性レクリエーション活動の普及

 施 設 ・ 設 備 プレジャーボートの保管係留施設（516 艇）、管理棟、駐車場等

 

指 定 管 理 者 1期目 H19.10.1～R9.9.30

（株）ＷＡＫＯフロンティア 
※H26.10. 1  ㈱ＷＡＫＯフロンティアに商号変更 
※H26. 3. 7  ㈱ＷＡＫＯ広島ボートパークに商号変更 
※H25. 2.25  ＷＡＫＯ広島ボートパーク㈱に商号変更 
※H19.10. 1　広島ボートパーク㈱ 

 

利用 
状況

年度 収容可能艇数
目標値 

[事業計画]
艇置数 対前年度増減

対目標値増減 
（達成率）

 R6 516艇 417艇 411艇 △7艇 △6艇  (98.6%）

 

１期

R5 516艇 435艇 418艇 △18艇 △17艇  (96.1%）

 R4 516艇 422艇 436艇 14艇 14艇 (103.3%）

 R3 516艇 412艇 422艇 31艇 10艇 (102.4%）

 H19～R2平均 516艇 402艇 391艇 － △11艇  (97.3%）

 H18（導入前） － － － － －

 増減 
理由

船舶新規購入者の入艇減と利用者の高年齢化や艇故障による艇売却で退艇数増 
係留禁止区域からの入艇減

 

調査 
実施 
内容

【実施方法】 【対象･人数】

 利用者意見箱の設置、管理事務所へのメール 施設利用者・1名

 利用者へのヒアリング(随時) 施設利用者・12名

 【主な意見】 【その対応状況】

 

港口付近が干潮時極端に浅くなる場所があり、入

出港の際に船底が当たりそうだと報告を受けた。

干潮時の水深の計測をした結果、航路中心付近の水深は

確保されていたため、入出港には支障ないが、港口付近

に浅くなっている箇所があるため利用者へ注意喚起を

行った。

 新紙幣発行により、駐車場精算機に新紙幣が使用

可能になるよう早期対応の要望を受けた。

新紙幣発行前に対応機器をメーカーに発注していたが、

納期の遅れにより新紙幣発行後の対応になった。

 項　目 実績 備　考

 

報告書

年度 ○ 事業報告書

 月報 ○ 月次業務報告書、入艇状況報告

 日報（必要随時） ○ 日報の中の主要な苦情、要望等について随時報告

 

管理運営会議 
（随時）

【特記事項等】 
施設管理状況の調査。支出状況及び業務委託に関する業務委託契約書・仕様書

等について確認等を実施した。 
【指定管理者の意見】 
　ＰＦＩ事業契約及び管理に関する基本協定に基づき、適正に実施した。 
【県の対応】 
　適正にＰＦＩ事業による管理運営が実施されていることを確認した。

 

現地調査（随時）



 

５　県委託料の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円） 

 

６　管理経費の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円） 

 
　※1　利 用 料 金 制：公の施設の使用料について、指定管理者が直接使用料等を収入することができる制度。 

指定管理者の自主的な経営努力を発揮しやすくする効果が期待され、地方公共団体及び 
　　　　　　　　　　　 指定管理者の会計事務の効率化が図られる。 
　※2　自 主 事 業：指定管理者が自らの責任で、更なる施設サービスの向上のために提案・実施する事業 

 

県委

託料 
（決算額） 

年度 金額 対前年度増減

料金

収入 
（決算額） 

年度 金額 対前年度増減

 

１期

R6 0 0

１期

R6 177,488 10,792

 
R5 0 0 R5 166,696 595

 
R4 0 0 R4 166,101 6,894

 
R3 0 0 R3 159,207 23,550

 
H19～R2平均 0 0 H19～R2平均 135,657 －

 
H18（導入前） 0 － H18（導入前） － －

 項 　目 R6決算額 R5決算額 前年度差 主な増減理由等

 

委 
託 
事 
業

収 
 

入

県委託料 0 0 0
民間資金を活用して民間が施設整備と管
理運営を行うＰＦＩ手法（ＢＯＯ方式）を
用いており、県からの委託料は無い。

 
料金収入（※1） 177,488 166,696 10,792 係留・駐車場利用料の増

 
その他収入 20,795 20,372 423 テナント賃料収入の増

 
計(Ａ) 198,283 187,068 11,215

 

支 
 

出

人 件 費 0 0 0

 
光熱水費 8,100 7,649 451 電気料金の増

 
設備等保守点検費 0 0 0

 
清掃・警備費等 9,459 8,779 680 清掃委託料の増

 
施設維持修繕費 9,987 6,244 3,743 桟橋修繕費の増

 
事務局費 39,386 35,846 3,540 運営委託料の増

 
その他 72,225 80,286 △8,061 租税公課、減価償却費の減

 
計(Ｂ) 139,157 138,804 353

 
収支①(Ａ-Ｂ) 59,126 48,264 10,862

 
自 
主 
事 
業 

（※2）

収　入(Ｃ) 77,228 86,336 △9,108 燃料売上・ﾏﾘｰﾅ商品売上の減

 
支　出(Ｄ) 47,016 53,145 △6,129 燃料仕入・ﾏﾘｰﾅ商品仕入の減

 
収支②(Ｃ-Ｄ) 30,212 33,191 △2,979

 
合計収支（①+②） 89,338 81,455 7,883



７　管理運営状況 

 

８　今後の方向性（課題と対応） 

 
項目

指定管理者 

（事業計画、主な取組、新たな取組など）
県の評価

 

施
設
の
効
用
発
揮

○施設の設置
目的に沿った
業務実績 
○業務の実施
による、県民サ 
ービスの向上 
○業務の実施
による、施設の 
利用促進 
○施設の維持
管理　

係留禁止区域の船舶や新たに購入された船舶を、
適正に整備された係留施設に受け入れている。マリ
ンレジャー等に精通したマリンコンシェルジュを設
け、船舶や海のレジャー情報を提供している。 
遊漁船事業、レンタルボート事業を継続して行

い、県民の海洋性レクリエーション普及に努めてい
る。 
近隣住民や施設利用者等誰もが利用できる施設内

の共有スペース、トイレ、遊歩道等の美化に努め、
県民サービスの向上に寄与している。 

施設の安心・安全を心がけ、日常・定期点検等で発

見した異常箇所には、スタッフが迅速に対応し、必要

な場合には専門業者へ依頼し速やかに対応している。

係留禁止区域の船舶や新規購入された
船舶の受け入れが行われている。また、
マリンコンシェルジュの設置による海の
レジャー情報の提供や遊漁船事業、レン
タルボート事業は、県民の海洋性レクリ
エーション活動の普及に資するものであ
り、施設の設置目的に沿った業務が実施
されている。 
施設の維持管理に注力することによ

り、船舶利用者に安全性、快適性と利便
性を提供するとともに、誰でも利用でき
るトイレや遊歩道等の美化に努め県民へ
のサービスの向上に努めている。

 

管
理
の
人
的
物
的
基
礎

 
○組織体制の
見直し 

 
○効率的な業
務運営 

 
○収支の適正

定期的な社内研修でスタッフのスキルアップを図
り、組織内のコミュニケーションを活性化させた。 
営業時間外の設備トラブル等の対応や施設保安に

ついては、専門の外部委託業者に依頼し、安心・安
全な施設運営をしている。 
施設内の共有スペース等の照明をＬＥＤ化し、省

エネに努めている。 
定期的に内部監査を行い、収支の適正化に努めてい

る。

定期的な研修でスタッフのスキルアッ
プを図るとともに、営業時間外のトラブ
ル等の対応を外部委託することにより、
安心・安全な施設運営に取り組んでいる。 
　施設内照明のＬＥＤ化による光熱費の
節減や定期的な内部監査による収支の適
正化に努めている。

 

 
総　括

船舶の新規購入者の減少、燃料費高騰等によりマリ
ンレジャー人口の低迷、新たに漁船登録を行い漁港等
へ移動した利用者の退艇と、利用者高齢化による船舶
売却等や廃船を理由とした退艇数が増え、退艇数が入
艇数を上回り、艇置目標値に及ばなかった。 
施設利用者に向け、ライフジャケットの着用、発航

前点検、施設内の速度制限や航行ルールの順守を啓発
し施設利用者の安心・安全に努めた。 
経年による施設の劣化等に対しては、予防保全のた

め、予め予算計上し早めに専門業者に依頼し利用者の
安全を確保した。 
利用者が安心・安全で快適に施設利用できるよう、

スタッフによる施設巡回と日常点検の実施。 
南海トラフ地震の被害想定から、施設被害等を考慮

し、施設利用者に避難場所への避難経路図を示した。

燃料費高騰等により、コロナ禍で伸び
たマリンレジャー人口が低迷し新規入艇
が伸びなかったことに加え、高齢化によ
る船舶売却及び廃船等による退艇が増加
したことにより、艇置目標に届かなかっ
た。 
　施設利用者の安全に対する注意喚起を
行うとともに、施設の経年劣化等に対し
早めに専門業者に依頼したり、スタッフ
が施設巡回を行ったりして、安心・安全
で快適に利用できるよう努めている。 
　施設利用者に避難場所への経路図を掲
示するなど、大規模災害による被害を想
定した対応が講じられている。

 項目 指定管理者 県

 

短期的な対応 

(令和７年度)

○　ボート入門者向けのクルージングコースや、釣り
方・ポイント等を提案し施設利用者へのサービス向
上に努める。 

○　利用者の安心・安全のため、経年劣化し修繕が必
要な施設設備を段階的に補修する計画を立てる。 

○　施設の特長を生かし、ボートで災害時孤立した地
域へ物資を海上輸送するような災害支援協力の体
制作りをする。 

○　南海トラフ地震の被害想定から、施設被害等を考
慮し、施設利用者が避難場所へスムーズに避難でき
るような体制作りをする。

○　指定管理者が行う利用者のサービス
向上のための様々な自主的な取組や災
害に対する取組を支援する。 

○　経年劣化に対応するための施設修繕
計画策定を支援する。 

 

中期的な対応

○　将来的なマリンレジャー人口増加を目的として、
児童・生徒・保護者等を対象としたクルージング体
験会、定期的な施設見学会を開催。 

○　継続的に施設のメンテナンス等を行い施設の安
全性を保ち続ける。

指定管理者のマリンレジャー人口の増
加に向けた取組及び施設の安全性維持の
ための取組を支援する。


